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令和４年度上尾市公共下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条  令和４年度上尾市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）接 続 戸 数            ８５，０００戸 

  （２）年 間 総 排 水 量        ２２，２２８，５００㎥ 

  （３）一 日 平 均 排 水 量            ６０，９００㎥ 

  （４）主要な建設改良事業 

          汚水管渠整備事業    事業費  １，５８８，８７８千円 

      雨水管渠整備事業    事業費    １８２，０４０千円 

          ポンプ場整備事業    事業費      ２，２０９千円 

      流域下水道整備事業   事業費    ２３１，５２９千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                      収               入 

  第１款   下水道事業収益                 ３，７０７，０００千円 

    第１項   営業収益                     ２，６３２，７４０千円 

    第２項   営業外収益                   １，０７４，２６０千円 

                      支               出 

  第１款   下水道事業費用                 ３，６３１，０００千円 

    第１項   営業費用                     ３，３８０，６９３千円 

    第２項   営業外費用                      ２４７，１５８千円 

 第３項  予 備 費                             ３，１４９千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，１５９，０００千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３６，８９６千円、過年度分損益勘定留保資金６２９，４２８千円並びに当年

度分損益勘定留保資金３９２，６７６千円で補填するものとする。）。 

                      収               入 

  第１款   資本的収入                     １，９９２，０００千円 

    第１項   企 業 債                   １，００９，１００千円 

    第２項   他会計出資金                     ３５７，８４７千円 

    第３項   他会計補助金                     １６８，１９２千円 

    第４項   国庫補助金                       ３２２，０００千円 

第５項   負担金等             １３２，５９１千円 

第６項  長期貸付金償還金収入         ２，２７０千円 

                       支               出 

  第１款   資本的支出                     ３，１５１，０００千円 

    第１項   建設改良費                   ２，１６２，５３０千円 

    第２項   企業債償還金                   ９８０，３４１千円 

  第３項   投 資 等                             ６，０００千円 

  第４項   予 備 費                             ２，１２９千円 

（債務負担行為) 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

事    項 期   間 限 度 額 

上尾市下水道使用料検討業務 令和 5 年度 5,214 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 777,700 普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内。 

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。 

 借入先の融通条件による。 

 ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。 
流域下水道事業 231,400 

(一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  （１）営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                   ２２３，７０４千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条  公共下水道事業の安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２９１，０６６千円である。 

     

 

 

   令和４年２月１８日提出 

 

                                  上 尾 市 長            畠 山  稔       
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 収 益  ３,７０７,０００

1 営 業 収 益  ２,６３２,７４０

1 下 水 道 使 用 料  ２,４２６,１２５

2 他 会 計 負 担 金  ２０３,７８５

3 そ の 他 営 業 収 益  ２,８３０

2 営 業 外 収 益  １,０７４,２６０

1 受 取 利 息  １

2 他 会 計 補 助 金  １２２,８７４

3 国 庫 補 助 金  ５,５００

4 長 期 前 受 金 戻 入  ９４５,８８５

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 費 用  ３,６３１,０００

1 営 業 費 用  ３,３８０,６９３

1 管 渠 費  １３４,７２２

2 ポ ン プ 場 費  ２５０,１１９

3 普 及 指 導 費  ３,１９０

4 業 務 費  １２９,３０６

5 総 係 費  ９３,６５３

6 流域下水道管理運営費負担金  ８０１,５４２

7 減 価 償 却 費  １,９６０,２３６

8 資 産 減 耗 費  ４,９０９

9 そ の 他 営 業 費 用  ３,０１６

2 営 業 外 費 用  ２４７,１５８

1 支 払 利 息  ２２１,３７９

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税  ２５,７７９

3 予 備 費  ３,１４９

1 予 備 費  ３,１４９

令和４年度上尾市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 収 入  １,９９２,０００

1 企 業 債  １,００９,１００

1 建 設 改 良 事 業 債  １,００９,１００

2 他 会 計 出 資 金  ３５７,８４７

1 他 会 計 出 資 金  ３５７,８４７

3 他 会 計 補 助 金  １６８,１９２

1 他 会 計 補 助 金  １６８,１９２

4 国 庫 補 助 金  ３２２,０００

1 国 庫 補 助 金  ３２２,０００

5 負 担 金 等  １３２,５９１

1 受 益 者 負 担 金 等  １３２,５９１

6 長期貸付金償還金収入  ２,２７０

1 長 期 貸 付 金 償 還 金 収 入  ２,２７０

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 支 出  ３,１５１,０００

1 建 設 改 良 費  ２,１６２,５３０

1 汚 水 管 渠 整 備 費  １,５８８,８７８

2 雨 水 管 渠 整 備 費  １８２,０４０

3 ポ ン プ 場 整 備 費  ２,２０９

4 事 務 費  １３０,８６３

5 流域下水道事業建設費負担金  ２３１,５２９

6 受 益 者 負 担 金 賦 課 徴 収 費  ２７,０１１

2 企 業 債 償 還 金  ９８０,３４１

1 企 業 債 償 還 金  ９８０,３４１

3 投 資 等  ６,０００

1 投 資 等  ６,０００

4 予 備 費  ２,１２９

1 予 備 費  ２,１２９

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益 292

減価償却費 1,960,236

資産減耗費 4,909

賞与引当金の増減額（△は減少） 306

貸倒引当金の増減額（△は減少） 36

長期前受金戻入額 △ 945,885

受取利息 △ 1

支払利息 221,379

未収金の増減額（△は増加） △ 2,816

未払金の増減額（△は減少） △ 99,207

小計 1,139,249

利息の受取額 1

利息の支払額 △ 221,379

業務活動によるキャッシュ・フロー 917,871

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,776,788

無形固定資産の取得による支出 △ 210,481

国庫補助金等による収入 454,591

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 168,192

貸付による支出 △ 6,000

貸付金の償還による収入 2,270

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,368,216

令和４年度上尾市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

一時借入れによる収入 600,000

一時借入金の返済による支出 △ 600,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,009,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 980,341

他会計からの出資による収入 357,847

財務活動によるキャッシュ・フロー 386,606

資金増加額（又は減少額） △ 63,739

資金期首残高 1,103,762

資金期末残高 1,040,023
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１ 総 括
単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

単位：千円

ア　会計年度任用職員以外 単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き

単位：千円

0

0 0 0 △ 1,021比　　　較 74 △ 6 582 △ 31 0

手当の内訳
68

期末勤勉手当

△ 924 3,858 2,934

前　年　度 4,786 6,462 1,050 1,843

本　年　度 4,860 6,456 1,632 1,812

0 13,324 68 2,040 43,967

13,324 2,040 42,946

管理職手当区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当

0

一 般 職
（人）

173,458 50,246 223,704
25

174,382 46,388

本年度 0
(1)

0 100,320 73,138

前年度 0
(0)

0 100,842 73,540 220,770
26

2,040 42,946

0 △ 1,021

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計

0 13,324 68 2,040 43,967

比　　　較 74 △ 6 582 △ 31

手当の内訳

特 別 職
（人）

計

0 0

1,812

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

0 13,324 68

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当 計

本年度 0
(1)

0 100,320 73,138 173,458

3,858 2,934

50,246
25

前年度 0
(0)

0 100,842 73,540

223,704

△ 1

174,382 46,388 220,770
26

管理職員特別
勤務手当

管理職手当 期末勤勉手当

本　年　度 4,860 6,456 1,632

前　年　度 4,786 6,462 1,050 1,843

報　　酬 給　　料 手    当

比　較 0
(1)

0 △ 402
△ 1

△ 522

比　較 0
(1)

0 △ 522 △ 402 △ 924

特殊勤務手当 時間外勤務手当
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イ　会計年度任用職員 単位：千円

( )内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き
単位：千円

２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期

2．昇給に伴う増加分  平均昇給率 　1.70％

２号給 0 人

４号給 22 人

６号給 人

８号給 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分 1,058

前年度 24 2 26

増　減 1 △ 2 △ 1

現に在職
する職員数 その他 計

本年度 25 0 25

手    当 △ 402 △ 1,460 ―   

号給別職員数

△ 2,134

前年度

比　　　較 0 0 0

本　年　度 0 0 0

前　年　度 0 0 0

1,612

（号給数） （職員数）

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

給　　料 △ 522 ―

区　　　分 地域手当 通勤手当 期末勤勉手当

0
比　較

(0)

―

―

0 0 0 0 0 0

手当の内訳

0 0 0
0

本年度
(0)

0 0 0 0 0 0
0

前年度
(0)

0 0 0

区　　　　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計

報　　酬 給　　料 手    当 計
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３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

　

(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の基準となる職務）

（100.0）

58.3

(100.0)

100.0

1

1

6　級 7　級

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長 部　長

区　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級

技　師

計 計
25 24

7　級 0.0 7　級 0.0
0 0

100.0

0.0
1 0

6　級 4.0 6　級 4.2
1 1

5　級 8.0 5　級 8.3
2 2

令和4年1月1日現在

1　級 0.0

令和3年1月1日現在

1　級 4.2
0 1

2　級 2　級
16

4　級 20.0 4　級 25.0
5 6

14

3　級 4.0 3　級

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和3年1月1日現在
高　校　卒 160,100 160,100 165,900

大　学　卒 188,700 188,700 195,500

区　　　　　分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

令和4年1月1日現在
高　校　卒 160,100 160,100 165,900

大　学　卒 188,700 188,700 195,500

令和3年1月1日現在

平均給料月額 314,840

平均給与月額 402,466

平均年齢(歳) 42.1

区　　　　　分 事務・技術職

令和4年1月1日現在

平均給料月額 322,637

平均給与月額 397,030

平均年齢(歳) 42.8

64.0

－288－



(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

( )内は、再任用職員及び再任用短時間勤務職員に係る支給率

2.225 2.225 4.450

職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　考
6月 12月

代表的な特殊勤務手当の名称

比 率 （％） 88.5 88.5

区 分

本 年 度

有
2.150 2.150 4.300

一般会計の制度
1.125 1.125 2.250

前 年 度 有
1.175 1.175 2.350

1.125 1.125 2.250
有

2.150 2.150 4.300

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.0 0.0

（令和4年1月1日現在）

全 職 種 事務・技術職

前
年
度

職 員 数 （人） 26 26

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 23 23

号 給 数 別 内 訳
6号給 （人） 0 0

8号給 （人） 0 0

2号給 （人） 0 0

4号給 （人） 23 23

（％） 88.0 88.0

22 22

6号給 （人） 0 0

区　　　　　分 合　計 事務・技術職

本
年
度

職 員 数 （人） 25 25

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 22 22

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 0 0

4号給 （人）

8号給 （人） 0 0

比 率
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(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

その他の加算措置等

扶　養　手　当

（2～45％加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

備　　考

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709

区　　      分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

同

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

47.709
定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）
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単位：千円

期　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 損 益 勘 定 留 保 資 金 等

5,214 5,214上尾市下水道使用料検討業務 5,214 － － 令和5年度

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 義 務 発 生 予 定 額

2,0192,019

排水設備及び取付管申請確認等派遣業務 7,420 － 7,420 7,420－ 令和4年度

ポンプ場自家用電気工作物保安管理業務 2,019 － － 令和4年度
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,123

減 価 償 却 累 計 額 △ 80,517 281,606

ハ 構 築 物 53,594,222

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,329,585 47,264,637

ニ 機 械 及 び 装 置 1,173,543

減 価 償 却 累 計 額 △ 676,204 497,339

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 99

減 価 償 却 累 計 額 △ 94 5

ヘ 建 設 仮 勘 定 74,097

有 形 固 定 資 産 合 計 48,923,661

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,836,748

無 形 固 定 資 産 合 計 2,836,748

令和４年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和５年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 8,680

ハ 破 産 更 生 債 権 等 9,733

貸 倒 引 当 金 △ 9,733

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 13,102

固 定 資 産 合 計 51,773,511

２

（１） 現 金 預 金 1,040,023

（２） 未 収 金 255,035

貸 倒 引 当 金 △ 9,537 245,498

（３） 短 期 貸 付 金 2,270

（４） そ の 他 流 動 資 産 33,754

流 動 資 産 合 計 1,321,545

資 産 合 計 53,095,056

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,651,360

企 業 債 合 計 16,651,360

固 定 負 債 合 計 16,651,360

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

925,229

企 業 債 合 計 925,229

（２） 未 払 金 217,249

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 17,062

引 当 金 合 計 17,062

（４） そ の 他 流 動 負 債 5,883

流 動 負 債 合 計 1,165,423

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 11,900,188

収 益 化 累 計 額 △ 1,607,043 10,293,145

ロ 一般会計繰入金長 期前 受金 11,500,589

収 益 化 累 計 額 △ 1,629,754 9,870,835

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 5,228,932

収 益 化 累 計 額 △ 640,041 4,588,891

繰 延 収 益 合 計 24,752,871

負 債 合 計 42,569,654

－294－



６ 9,653,154

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 66,270

利 益 剰 余 金 合 計 66,270

剰 余 金 合 計 872,248

資 本 合 計 10,525,402

負 債 資 本 合 計 53,095,056

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金

－295－



１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和４年度上尾市公共下水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 742 千円

１年超 494 千円

1,236 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は3,121,536千円である。
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単位：千円  

1

（１） 下 水 道 使 用 料 2,189,375

（２） 他 会 計 負 担 金 177,834

（３） そ の 他 営 業 収 益 493 2,367,702

２

（１） 管 渠 費 103,407

（２） ポ ン プ 場 費 323,729

（３） 普 及 指 導 費 2,461

（４） 業 務 費 118,294

（５） 総 係 費 135,643

（６） 流 域 下 水 道 管 理 運営 費負 担金 740,620

（７） 減 価 償 却 費 1,971,601

（８） 資 産 減 耗 費 28,422

（９） そ の 他 営 業 費 用 2,996 3,427,173

営 業 利 益 △ 1,059,471

令和３年度上尾市公共下水道事業予定損益計算書 （前年度分）

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営    業    収    益

営    業    費    用
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３

（１） 受 取 利 息 1

（２） 他 会 計 補 助 金 320,655

（３） 国 庫 補 助 金 29,000

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 953,700 1,303,356

４

（１） 支 払 利 息 243,367 243,367 1,059,989

経 常 利 益 518

当 年 度 純 利 益 518

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金  65,460

その他の未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 65,978

営   業   外   費   用

営   業   外   収   益
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,123

減 価 償 却 累 計 額 △ 61,475 300,648

ハ 構 築 物 51,826,033

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,715,968 47,110,065

ニ 機 械 及 び 装 置 1,173,543

減 価 償 却 累 計 額 △ 559,137 614,406

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 99

減 価 償 却 累 計 額 △ 94 5

ヘ 建 設 仮 勘 定 72,088

有 形 固 定 資 産 合 計 48,903,189

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,835,931

無 形 固 定 資 産 合 計 2,835,931

令和３年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和４年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 4,950

ハ 破 産 更 生 債 権 等 10,970

貸 倒 引 当 金 △ 10,970

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 9,372

固 定 資 産 合 計 51,748,492

２

（１） 現 金 預 金 1,103,762

（２） 未 収 金 250,982

貸 倒 引 当 金 △ 8,264 242,718

（３） 短 期 貸 付 金 2,270

（４） そ の 他 流 動 資 産 33,754

流 動 資 産 合 計 1,382,504

資 産 合 計 53,130,996

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,567,489

企 業 債 合 計 16,567,489

固 定 負 債 合 計 16,567,489

負    債    の    部

固  定  負  債

流  動  資  産
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

980,341

企 業 債 合 計 980,341

（２） 未 払 金 316,456

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 17,591

引 当 金 合 計 17,591

（４） そ の 他 流 動 負 債 5,883

流 動 負 債 合 計 1,320,271

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 11,578,538

収 益 化 累 計 額 △ 1,216,299 10,362,239

ロ 一般会計繰入 金長 期前 受金 11,333,789

収 益 化 累 計 額 △ 1,231,363 10,102,426

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 5,098,101

収 益 化 累 計 額 △ 486,793 4,611,308

繰 延 収 益 合 計 25,075,973

負 債 合 計 42,963,733
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６ 9,295,307

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 65,978

利 益 剰 余 金 合 計 65,978

剰 余 金 合 計 871,956

資 本 合 計 10,167,263

負 債 資 本 合 計 53,130,996

資    本    の    部

資    本    金

剰    余    金
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和３年度上尾市公共下水道事業注記（前年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記
（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 742 千円

１年超 1,236 千円

1,978 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は3,143,590千円である。
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